
は じ め に

拙稿 (北山, 2015年) では, 日本の中央地方関係の特徴は ｢能力ある

地方自治体が総合行政を行っていること｣ にあると主張した｡ 一体それは

何に起源を持っているのであろうか｡ 本稿ではその起源を探る｡ そして,

その拙稿において記された ｢正のフィードバック｣ が起こり, この体制が

持続性を持つにいたるようになる｡

どのようにして, いつ, 融合的で所掌事務拡張路線の分権化の中央地方

関係, すなわち地方自治体が政策の実施過程で大きな役割を占める体制が

成立していったのであろうか｡ 筆者は, それを戦時期と戦後の改革期の２

つの時期に求める｡ もちろん, この時期に一気に成立したものではない｡

しかしこの時期が画期となり, 両方の時期に起こった路線をめぐる対立が

解決される中で地方自治体による総合行政を特徴とする体制が導かれてき

た｡

これに至る背景としては, ２つの先行条件がある｡ まず, 第１は政治行

政的な制度の整備である｡ 山県有朋を中心とする明治リーダーが当時の先

進国的な地方自治制度を導入し, これによって中央の政治行政と地方の政

治行政とを遮断しようとした｡ しかしながらその意図に反して, その遮断

は失敗し, むしろ政治化・政党化が進行するとともに中央に対する地方の

要求・圧力が高まっていった｡
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第２に, 明治から大正にかけての工業化, 都市化がもたらす諸課題に対応

するために, 政府の仕事が増大していった｡ さらには, 昭和に入って日本

は総力戦まで体験し, 政治経済のあらゆる側面までも統制しようとした｡

これによって政府の仕事は急速に膨張した｡

この中で, 中央政府と地方とでどのように政策の実施の分担を行うかの

路線をめぐる対立があった｡ 山県有朋が構築した内務省－府県体制に対し

て, 各省および内閣が代替モデルでもって挑戦した｡ 各省は自らの地方出

先機関によって府県 (知事) を超えて行政を行おうとし, 内閣は府県体制

に代えて, 道州制を実施しようと考えた｡ これに対して内務省は, 地方か

らの要求を受けて, 補助金を, さらには地方自治体間で財政調整を行う制

度を内務省－府県体制に接ぎ木することによって対応しようとした｡

どのように政策を実施するかに関する路線をめぐって, この時期に繰り

広げられた対立や闘争に注意を払わなければ, 日本の中央地方関係の十分

な理解が得られることはありえないのであり, その当時の闘争の結果次第

で, その後の経路がおおいに違うかたちで終わることもありえたと考えら

れるのである｡

第１ラウンドとしてのこの戦時期の闘争は内務省が勝利したように思わ

れる｡ 内務省－府県体制はなんとか府県や市町村が総合行政を行う体制を

持続させた｡ そしてこの時期の政策と制度のあり方をめぐる闘争の結果は,

正のフィードバックを引き起こし, 後の時代に大きな影響を引き起こすこ

とになる｡ すなわち, その後においてはなかなか変更するのが徐々に難し

くなっていくのである｡ 地方自治体が多くの事務を, 委任事務を含めて実

施する構造は変更を加えるのが困難になっていくのである｡

1 明治大正期の中央地方関係：内務省－府県体制

1867年の明治維新後, 廃藩置県や３新法 (郡区町村編制法, 府県会規
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則, 地方税規則) などを通じて中央と地方とのあり方について試行錯誤で

進んでいた明治政府は, 20年の歳月をかけて, 1888年の市制町村制, 1890

年の府県制郡制によってようやく地方制度を定着させることに成功した｡

中央と地方の関係は, 官治の側面である地方行政制度と, 自治の側面であ

る地方自治制度を組み合わせたものである｡

明治政府は, 徳川家が最大の領主であり, 征夷大将軍として幕府を開き,

封建領主である大名を支配するという徳川封建体制を一新し, 天皇のもと

に集権体制を作り上げる必要があった｡ しかし同時に, 欧米諸国のように

なんらかの地方自治の体制をも導入して, 先進的な立憲国家の外見を形成

する必要があった｡ 天皇 (君主) と政治と行政との関係について苦慮を続

けた伊藤博文 (伊藤, 2015年, 瀧井, 2010年) に対して, 地方制度に苦

心をしたのが山縣有朋 (伊藤, 2009年) であった｡ 両者ともに基本的に

はプロシアの体制を参考とした (松元, 2011)｡

一方では, 内務大臣を頂点にして, 内務官僚が官選の府県知事として派

遣される官治のシステムがある｡ ｢内務省－府県体制｣ と呼ばれることも

多い (天川, 1989年, 市川, 2012年)｡ 町村を束ねる存在としては郡が存

在し, ここにも官選の郡長が配置された｡ 知事や郡長は国家公務員 (官吏)

であり, 1886年の地方官官制によって規定された｡

他方では, 明治大正の時期にも自治のシステムがあり, 政治的分権化が

行なわれた｡ 市町村, 府県, 郡には議会が置かれており, 市町村長につい

ては公選ではないものの, 市町村議会が関与して選任されていた｡ 満25

歳以上の男子で１戸を構え, 地租または直接国税２円以上を納めるものを

公民と呼び, 公民のみが選挙権を有する制限選挙であった｡ さらに公民を

納税額によって２分 (町村) あるいは３分 (市) し, 一票の価値を異にす

る等級選挙制度も設けられた｡ 議員は名誉職であり, 無給であった｡ 町村

長は町村議会で選挙され, 議長を兼任した｡ 市長は有給であり, 市会が推
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薦する３人の候補者の中から内務大臣が任命した｡

ただし, 東京市, 京都市, 大阪市には市長, 助役が置かれず, 東京府,

京都府, 大阪府の府知事・書記官が兼務した｡ 大都市については, 府県レ

ベルで直接的な監督を行うとしたのである (1943年には都制がしかれ,

東京市および東京市長は廃されて, 官選の都長官がおかれた｡ 21世紀に

なって大阪市を廃するという構想が出てきた)｡

このようにして, 官治と自治は組み合わされた｡ 等級選挙によって選ば

れた地方名望家が議員となり, 他方では帝国大学を終え, 試験によって選

ばれた高級官僚 (清水, 2013年) が内務省に入って, 知事や郡長として

地方に派遣されることが構想されたのである｡

遮断体制

この体制の形成にあたり中心となったのが内務卿山縣有朋である｡ 彼は

自治制度が中央政局と地方行政を切り離すことによって, すでに盛んになっ

ていた自由民権運動が地方に影響を及ぼさないように配慮した｡ 制限選挙

によって公民である地方の名望家のみが国政選挙および地方選挙に参加で

きる制度を作り, 無給の名誉職議員が自治に参与するというのがその配慮

のうちの一つである｡

また, 複選制の採用も, 中央と地方の連動の否定を意図としていた｡ 県

会議員と郡会議員を直接公民の選挙とせず, 前者を郡会議員と市会議員か

らの選挙とし, また後者を町村会議員による選挙としたのは, 幾重にもクッ

ションを置くことを狙っていたのである｡

ところが実際には, 公選である市町村会議員選挙次第で郡会議員や県会

議員の構成が決まっていくことになるので, 政党勢力はここに精力を傾け

る結果となった｡ そのため複選制は廃止されることになった｡ このように,

意図されざる結果がもたらされることになるが, 中央と地方とを遮断しよ
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うとした構想が存在したのであり, 金澤は, この内務省－府県体制のこと

を ｢遮断型自治｣ (金澤, 2010年) と呼んでいる｡ この遮断は, 単に中央

と地方との遮断のみではなく, 中央においても地方においても政治と行政

の遮断を狙っていた｡

明治大正期の中央地方関係：融合された事務 遮断された財政

この明治の体制においては, 政府の事務や事業のあり方はどうであった

だろうか｡ 市制町村制では市町村は２種類の事務を果たすべきものとされ

た｡ ひとつは ｢自治体共同の事務｣ である｡ これは自治事務とも固有事務

とも呼ばれるようになる｡ もう一つは, 市制町村制理由にある ｢一般ノ行

政ニ属スル事ト雖モ全国ノ統治ニ必要ニシテ官府自ラ処理スベキモノヲ除

クノ外之ヲ地方ニ分任スルヲ得策ナリトス｣ という表現に現れている事務

のことである｡ 後に言う機関委任事務のことである｡ この機関委任事務こ

そが天川モデルでいうところの融合路線である｡ 国が自ら地方支分部局

(出先機関) を設けて処理する場合は分離戦略であるが, 明治の中央地方

関係が整備された時から融合路線が組み込まれていたのである｡

しかしながら, 現在と異なる点が財政のあり方である｡ この時期の中央

政府は, 地方政府に対して財政的な支援をほとんど行わなかった｡ 自治体

共同の事務は当然のこととして, 分任された (機関委任) 事務についても

自治体自らの財政で賄うこととされたのである｡ また, 戦後のような独自

の地方税の財源というものも考えられてはいなかった｡ したがって地方で

は, 国税に対して付加税を取るということしかできなかった｡ またこの付

加税の税率も中央政府によって制限されている状態であった｡ したがって,

事務の側面から見ると融合的な要素が組み込まれていたが, もっぱら財政

面で中央と地方は遮断されていたのである｡

ここで留意すべきことは府県もまた, 国の総合出先機関という特徴も持っ
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ていたことである｡ 知事が国政事務を府県レベルにおいて総合して実施し

ていた｡ 府県は, 府県会という議会をもつ自治的側面もあるものの, 国の

行政機関でもある｡ 同時に, 国の出先機関が分立するという分離的事務執

行ではなく, 内務官僚である知事が各省の事務を総合的に管理していたの

である｡

そしてここで例外的に分離的に事務を執行していたのが国税の徴収体制

である｡ 明治維新後に国税の収納はどのように行われていたかというと,

府県が税金を徴収し, 大蔵省へと納めていた｡ 市制町村制の制定される前

の1884年, 府県に収税課が設置され, 大蔵省の下部機関であった租税局

出張所の事務が引き継がれたのである (税務大学校研究部, 1996年)｡ つ

いで1889年に, 国税徴収法が制定され, 市制町村制が実施された時に,

国税の徴収事務の責任が郡区長から府県に移った｡ 実務を行うのは府県と

市町村の間に介在する徴税機関として新たに設置された, 府県収税部出張

所 (後に, 収税署) であった｡

しかし1896年, 収税機関が府県から切り離され, 大蔵省の直轄機関と

して全国各地に20の税務管理局, その下部組織として504の税務署が設け

られた｡ 府県収税部と収税署の人員及び業務は, この両組織に引き継かれ

た｡ このように, 大蔵省は市制町村制が実施されてから10年を経ずして,

自前の出先機関を各地に設けたのである｡ 大蔵省は, 天川モデルでいう分

離モデルを, 早い時期に採用することに成功したのである｡ 大蔵省は, 少

なくとも徴税体制においては, 内務省－府県体制からは脱していたのであ

る｡

日露戦争が終結し, さらに大正・昭和と時代を経るにつれ, 政治の変化,
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社会経済の変化が加速化する｡ 政治の領域においては徐々に選挙権の拡大

が実現され, 政党勢力の影響力が強まっていった｡ これらの勢力が自治権

の拡大 (自由度拡充型の分権化) をさらに求めていくのであった｡ さらに

は列強への道を, 戦争を通して進んでいき, 軍部の力が増大していくと同

時に, 徐々に総力戦の体制を必要としていくことになる｡ 社会経済の領域

においても農業社会から徐々に工業化が進むと同時に都市化も進行した｡

このことは労働問題, 都市問題が生じることを意味した｡

この時, 明治に作られた ｢内務省－府県体制｣, ｢遮断体制｣ はどのよう

に対応していったのであろうか｡ あるいは変貌を迫られたのであろうか｡

本稿では, ３つの変化に着目する｡ 第１に, 中央地方関係の政治化 (政党

化) であり, 第２に, 地方自治体の事務の増大であり, 第３に国と地方間

の財政的結びつきの強化である｡ この結果, 地方と中央の結びつきが濃密

化するに至った｡ 市町村がたくさんの事務を行なうことが可能となるよう

に対応がなされていく｡

政党化, 政治化

地方政府の能力に注目する本書からは, まず地方行政の政党化を防止し

ようとする動きが重要である｡ 1898年には憲政党を与党とする大隈重信

内閣が成立した｡ これは, 旧自由党系の板垣退助を内務大臣に迎えて組織

された日本初の政党内閣 (隈板内閣) である｡ この時には各省の幹部職員

に政党員が任用された｡ これに対して, 後を継いだ山縣内閣はさっそく

1899年に文官任用令を改正して勅任官の任用を一定の有資格者に限定す

ることで官僚の政党化を防ごうとした｡

しかし, 桂園時代 (1901年～1913年) を迎えて, 西園寺内閣において

立憲政友会の原敬が内務大臣となり, 内務省－府県体制は変化を被らざる

をえない｡ 官選知事の任命権をもつ内務大臣原敬が知事に任命した官僚が
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政友会の党勢拡張のために地域開発を進める｡ しかし桂太郎内閣となれば,

また知事の交替が行われることになった｡ このような知事の頻繁な更迭に

よる知事の政党化が一方では進行していったのである｡ これは1918年の

原敬内閣の成立後もますます続いた｡ 明治の地方自治制度である, 内務省－

府県体制の重要な連結点である知事の性格が変わることによって遮断体制

は変容していく｡ その変化の第１は, 地方から中央に対する要求の増大で

あり, 第２に自治権の拡大 (自由度拡充型の分権化) であった｡

地方からの政治的要求

町村は, 後述するように教育費の負担の重さに苦しめられていたために,

義務教育費国庫負担金増額運動を行った｡ まず1918年には市町村義務教

育費国庫負担法の公布に成功した｡ これを契機として, 1920年には全国

町村長会議を開催し, 翌21年２月には全国町村長会を発足させた｡ いわ

ば圧力団体として中央政府に対して主張を始めたのである｡

彼らの主張の一つに郡の廃止がある｡ 明治の地方自治制度では, 市とは

異なり, 町村は郡に属しており, 郡長という役人, 郡会という議会が府県

との間に存在していた｡ 郡費は町村財政にとって次第に重い負担となって

おり, 町村は郡制の廃止を要求し始めた｡ プロイセンの Kleisに習って制

度化されたものの, 郡は自治体としては実績に乏しいという評価もあった｡

この主張を受けて, 原敬内閣のもとで1921年４月に郡制廃止の法律が

公布された｡ 23年４月をもってまず自治体としての郡が廃止され, 郡会

はなくなった｡ 1924年にはさらに全国町村長会は郡役所廃止を決議し, 26

年６月には勅令により地方官官制の全面改正があり, 郡長および郡役所は

７月をもって廃止された｡ 以後, 郡は単なる地理的名称のみの存在となっ

たのである｡

このような地方政府の側からの要求活動, 政治活動もまた ｢遮断体制｣
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からの変容である｡ 中央の政治と地方の政治を遮断する試みは徐々に有名

無実となっていった｡ また, 補助金の増加は, 財政的な遮断の終わりの始

まりを意味したのである｡

自治権の拡充：

政党の影響力の強化, 地方の影響力の強化が進行した大正デモクラシー

のなかで, 自由度拡充型の分権化も進展した｡ 1929年には府県制, 市制,

町村制などが改正され, 府県にも条例・規則を制定する権限が与えられた｡

また内務大臣の府県予算削減権が廃止され, 内務大臣等の許可が必要な事

項の範囲が縮小されるなどの改正もあった｡ また, 議員に予算を除く議案

の発案権が認められ, 知事・市町村長の原案執行権の制限, 知事の府県会

停止権限の廃止などがあった｡

これらは中央政府の統制を弱めるものであったが, このような自由度拡

充型の分権化はこの時が最後となり, 次の時代には集権化へとシフトする

ことになる｡ 他方では, 所掌事務拡大という観点からすれば単なる集権化

というだけではない側面がみえてくることを以下では示すこととなるだろ

う｡

地方政府の事務の増加

この時期の第二の変化は, 所掌事務拡大型の分権化, すなわち, 地方自

治体の処理する事務の増加である｡ 井川 (井川, 2010年) の整理に従う

と, 第１に, 以前から実施されてきた教育行政や治山・治水行政に加えて,

1920年頃からは道路行政が積極的に行われるようになった｡ 第２に, 日

本経済の発展に伴い, 戦争関連産業の保護育成や第１次世界大戦後の深刻

な経済不況への対策も行なわれた｡ 第３に, 結核予防法や精神病院法の制

定などにより衛生行政が進展し, 上下水道の整備や都市計画行政も行なわ
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れるようになった｡ 第４に, 工場法や健康保険法などの制定により, 労働

行政や社会福祉行政も進められるようになった｡

教育は戦前の市町村の政治行政にとって重要な割合を占めた｡ 義務教育

の就学率が上昇していくのにつれて, 1907年には義務教育の就学年限が

４年から６年へと延長となった｡ しかしながら基本的には, 地方は自分た

ちで校舎の建設や教職員の給与を負担しなければならなかったのである｡

すでに述べたように, 1918年には市町村義務教育費国庫負担法の公布が

あり, 財政面での遮断体制に変化が見られることになる｡ この法律によっ

て, 小学校経費の市町村負担の原則が修正され, 国の負担責任が明確にさ

れたのである (井深, 1999年)｡

鉄道などに比べて遅れていた道路行政が本格的に進展するのは1919年

の道路法の制定によっている｡ そしてこの道路法により, 国道, 府県道,

郡道, 市道, 町村道の区分や内務大臣, 府県知事, 市町村長による認定な

どが規定された (武藤, 2008年)｡

この時期は, 特に大都市を中心に衛生行政が発展した時代でもあった｡

まずは1914年に国庫補助金とともに公立結核療養所を東京市, 大阪市,

神戸市が設立することを命じられた (井川, 2010年)｡ 結核が当時の大き

な社会問題であったことがわかる｡ さらに1919年に結核予防法が制定さ

れ, 人口５万人以上の都市などにおける結核療養所の設置義務, 療養所設

置に対する国庫補助が規定された｡

このような事務のわりつけは今後も続くことになる｡ 一般の市や, ある

程度の人口規模以上の市が国によって指定されて, 義務づけがされるので

ある｡ このようにして所掌事務が拡張していった｡ 例えば, 現在の例をと

れば, 市になれば生活保護を行なう福祉事務所を, 中核市になれば保健所

を, 設置することを義務づけされることになるのである｡ 事務を自由に決

定するという地方の自由度は減っているが, 所掌事務は拡大していくこと
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になる｡

また上下水道が地方政府 (市町) によって徐々に整備されていくのもこ

の時代である｡ 水道の施設は公営の他に民営のものもあった｡ 1911年に

は内務省が水道事業に対する国庫補助制度を拡充している｡ 下水道は1900

年の下水道法に基づいて実施が行われ, 市町村による公営となり, 内務大

臣の認可が必要であった｡ 公営の電気事業や交通事業もこの時期に発展し,

1911年の市制の改正で, 特別会計制度を設けることが可能となった｡

大阪市を例にとると, 市電の開業が1903年, 市営バスの開業が1927年,

そして地下鉄の御堂筋線の梅田・心斎橋間の開業が1933年である｡

労働行政が進展するのもこの時期の特徴である｡ 1921年には職業紹介

法が公布された (澤邉, 1990年) が, この分野は, 地方政府の所掌事務

の変遷に関心をもつ本書の観点からは興味深い分野である｡ まずはこの時

の労働紹介法によって, 職業紹介事業は内務大臣および職業紹介事務局長

の監督の下に, 市町村が運営することになった｡ 職業紹介は６条によって

無料で行うこととなっており, 第９条と第10条には, 経費についての規

定があった｡ 市町村営の職業紹介の経費は市町村が負担し, 国庫はその支

出額に対し, その２分の１以内を補助するというものである｡

こうして天川モデルでいうところの融合戦略で職業紹介事業が始まった｡

今後もこの行政分野は天川モデルでいう融合戦略でいくのか分離戦略でい

くのかで揺れ動くことになるが, この時は融合戦略で, すなわち国が直接

実施するのではなく, 地方政府に委任するということになった｡

井川博はこうして, 1909年から1929年にかけての変化について以下の

ようにまとめている｡

日本経済が大きく発展し, 都市化が進展する中で, 地方団体の事務が増

大し, その役割が拡大した｡ 日本経済 (国民所得) は, この時代に4.2倍
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と大きな成長を遂げたが, 地方団体の歳出規模は6.4倍とこれを上回る拡

大を見せた｡ また, 国 (中央政府) の歳出規模に対する地方団体の歳出規

模の割合も1909年度の0.5から1929年度の1.0へと大きく拡大した｡ これは,

日本の社会経済が大きな変化を遂げる中で, 新たに必要となった行政サー

ビスの多くを, 国の統制・関与の下, 地方団体が実施し, その事務を拡大

していった結果であると考えられる (井川, 2010年, 27ページ)｡

このようにすでに日露戦争後, 第一次世界大戦を経て, そして昭和期に

入って地方政府の事務は拡大していた｡ 特に, 産業, 交通, 教育, 衛生,

警察, 社会政策の分野で重要性を増していた｡

このように地方自治体の所掌する事務は拡大していった｡ 山縣有朋が思

い描いたような, 名望家・大地主による自治とは異質な状況が, 経済社会

の発展の結果として生まれていったのである (伊藤, 2009年)｡ もう一つ,

事務の拡大と密接に関連する市町村内の行政機構の変化があった｡

市長権限の強化

1911年には市制町村制の全文改正が行われ, これで市制と町村制の２

本の別個の法律となった｡ このなかの一つの改正に, 市が総合行政を行う

ようになる上で重要な一歩である改正がある｡ 町村では, 町村長が執行機

関となっていたのであるが, 市では合議体の参事会 (市長, 助役, 名誉職

参事会員などから構成されていた) が執行機関となっており, ここでの調

整が大きなコストを要するものとなっていた｡ そこで, 円滑な事務の執行

と責任の明確化のため, これまでの市参事会を副議決機関とし, 執行機関

を市長の独任制としたのである｡

またこの改正では, 議会との関係における市町村長の立場の強化, 国の

事務の執行者としての市町村長の役割の明確化, 市の経営する事業を担当
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する市参与の制度の創設など, 市町村の執行機関に関する改正が行なわれ

た (井川, 2010年)｡ こうして市長を中心とした総合行政を可能にするよ

うな制度発展も進んでいた｡

財政的な遮断の変容

この時期の第三の変化は, 財政である｡ 事務を増大させてきた地方政府

に対して, 中央政府からの財政的援助はないままであったが, それは限界

に近づいていた｡ まず, 地方政府にとって, 財政的に苦しかったのは教育

であった (高木, 2004年)｡ そしてまさにこの教育の領域において, 補助

金や法定の国庫補助が始まり, 遮断状況が変化をしていく｡

義務教育小学校の経費は基本的には市町村が設置者として７割以上を負

担し, 残りを授業料・寄付金などでまかなっていた｡ ここでは国の補助金

はとるに足りない額であった｡ 教育費が地方財政の４割に達しており, 特

にその６割を占める教員の給与を市町村が支出しなければならないという

負担が財政にのしかかっていた｡ 明治期にも国庫補助が若干行われたが,

ほとんど取るに足らない額であった｡

そこでまず義務教育費国庫負担金制度が始まる｡ 帝国議会には義務教育

費の国庫負担を要求する建議案や請願が提出された｡ 地方の政治化を論じ

た際にみたように, 特に負担の厳しかった町村は活発に行動を起こした｡

1917年, 臨時教育会議が設置され, 小学校教員給与の国庫負担に関する

答申が出された｡ そして1918年,初めて公立義務教育学校教員給与の一部

の国庫負担を法定した ｢市町村義務教育費国庫負担法」が成立した｡

この法律では, 義務教育学校教員給与の一部を国が負担し,その半額は

教員数, 半額は生徒数に比例して市町村に交付し, 一部は財政力の弱い町

村に特別交付するという内容であった｡ これは, 中央政府から地方政府へ

の国庫補助のあり方を大きく変化させる画期的なものであり, また10％
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は財政の弱い地方に対して特別に配慮することが法定されているなどの財

政調整的な要素も組み入れられていた｡

この結果, 1918年度の国庫負担金が大幅な増額となり, その後も着実

に引き上げられていった｡ また23年には財政調整機能がさらに強化され

た｡

このようにして, 財政的な遮断はまず, 教育の分野で大きな変化・突破

があり, この後には, 財政補助および財政調整が教育にとどまらない, よ

り一般的なものになっていくのである｡ 増大した事務を実施するために,

補助金が重要となり, とくに町村部に対して財政調整の必要も増していっ

た｡ 明治の初期の遮断の体制は変容していった｡

ここで注意を要するのは, 内務省－府県体制は, 本稿で述べた３つの変

化に対して, 遮断を断ち切り, 適応したことである｡ 政治化が進んだこと

によって, 中央と地方との関係が深まり, 地方から中央への圧力が増大し

た｡ 地方自治体が実施する事務が増大したことに対して, 国から地方への

補助金を増やし, 市町村が持ちこたえる道を作ったのである｡

しかし次の戦時期になると, 質的にも量的にも国, 地方共に事務が増大

していき, 内務省－府県体制への変化が求められ始めたのである｡ 日本は

ここで総力戦を体験した｡ ここで提案された重要な代替モデルが, 国の省

庁がみずから出先機関を設置して, あるいは市町村内に知事や市町村とは

別に団体を作り, そことの結びつきを深めて事務を実施していく, 分離モ

デル的な方法であった (天川, 1989年)｡

3 戦時期の中央地方制度 (1931年から1945年まで)

厳密に戦時期をどの年から始まるとするかは難しい論点である｡ 本稿で

はこの点は厳密には考えず, もっぱら中央地方関係の観点から, 31年に

犬養毅内閣が成立し, 高橋是清が大蔵大臣となってそれまでの民政党若槻
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禮次郎内閣の経済政策を根本的に変更させて, 公共事業を活用して景気回

復を試みた時期以降を戦時期と考えて以下の議論を行いたい｡ 戦争という

観点からも同年の満洲事変以降を捉えていると言ってもよいだろう｡

本稿はこの時期を, 分離戦略と融合戦略の構想が抗争を繰り広げた時代

と考え, 第一の画期と考える｡ まずは事務の拡大, 国と地方の財政的結び

つきが更に変化を遂げていった様子をみていこう｡

さらなる事務の増加

さて, 1930年代に入ると, 一方では大不況の影響, 他方では金解禁・

緊縮財政の影響で特に町村部は大きな打撃を受けることになった｡ この中

で1932年の高橋是清大蔵大臣によって開始させられたのが, 時局匡救事

業である｡ ジョン・メイナード・ケインズの業績が明らかになる前から公

債を積極的に発行して公共事業を行い, 不況対策を実施していったのが,

�橋であった｡ それまでの井上準之助蔵相による緊縮財政から積極財政に

転じ, 国家財政からも地方財政からも投入が行われ, 歳出の規模は増加し

ていった｡ この時の経験は, 戦後にいわゆる ｢土建国家｣ として引き継が

れる (北山, 2003年)｡

他にも, 政府と産業間の関係も変化し始めた｡ 日本の政治経済を ｢発展

志向型国家 (developmental state) と名づけて英米の ｢規制志向型国家

(regulatory state) と比較してみせたチャルマーズ・ジョンソンの著名な

著書, 『通産省と日本の奇跡』 は, 農商務省が分割され, 商工省と農林省

が設置された1925年から分析を始めている｡ いわゆる産業政策がその後

展開されていき, その画期となった重要産業統制法が公布されたのが1931

年である (北山, 1990年 a)｡ 1934年には石油業法など一連の事業法が整

備されていっている (佐々田, 2011年)｡ 1949年には通商産業省, 2001年

には経済産業省と形態を変え, これまた世界的に著名となった行政指導に
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よりながら, 民間の経済活動に広範に介入していったとされる｡ 発展志向

型国家が外見上は成立し, 産業政策は多いに立案されていったものの, 執

行過程を射程に入れれば, その実効性が非常に限られていたものであるこ

とを, 筆者は別稿 (北山, 1985年) で述べたことがあるが, 本稿の関心

である地方の事務という観点からは, 地方に置かれた公設試験研究機関

(公設試) が重要となる (北山, 1990年 b)｡ 明治の時代から農林水産業系

の機関が先に設立されていたが, 1999年に府県農事試験場国庫補助法が

制定され, 助成を行い始めた｡ 日本で最も古い工業系公設試は1902年創

設の福井県工業技術センター (現在の名称) とされるが, 大阪市による公

設試 (大阪市立工業研究所) は1916年, 大阪府による公設試は1929年に

創設されている｡

また, 1930年代になると, 社会労働行政が進展する｡ また衛生行政も

本格化する｡ 1938年に国民健康保険法が成立し, 市町村を単位として国

民健康保険組合が医療保険を提供し始めた (北山, 2011年)｡ 国民健康保

険組合の立ち上げには市町村長の役割も大きく, 戦後1947年には市町村

公営で国民健康保険が行われるようになる｡

生活困窮者の公的救済は, 1874年の恤救規則から始めるが, 本格化し

たのは, 1929年の救護法である｡ ここでの救護機関は, 救護を受けるべ

き者の居住地の市町村長であるとされ, これが戦後の生活保護法に続くこ

とになる｡ この財政は, 原則として居住地の市町村の負担であるが, 国庫

はこれらの費用の 1/2 以上を, 道府県は市町村の負担の 1/4 を補助する

こととされた｡ 地方自治体の所掌事務がここでも増加していることが分か

るであろう｡ 福祉政策や衛生行政の実施の中央地方関係については, ある

程度はすでに述べた (北山, 2011年) が, より一般的には別に論じるこ

ととしたい｡
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財政の変化：補助金から一般的な地方財政調整制度へ

義務教育に対する国庫補助制度の開始については既述した｡ 昭和初期の

不況が農山村の苦境を招き, 特に町村財政の窮乏をうけて, 補助金の整備,

さらには地方財政調整制度の検討が進んでいった｡ 1932年には地方財政

調整交付金要綱案が立案されたが, 実現に至らなかった｡ しかし, 1936

年に臨時町村財政補給金制度ができ, 翌年には臨時地方財政補給金制度へ

と拡大され, 恒久的制度への模索が続く｡

そして1940年に戦後にも大きな影響をあたえることになる地方分与税

制度が創設された｡ この分与税は, 還付税と配布税にさらに分けられた｡

国が国税として徴収した地租, 営業税, 家屋税の３税を, 徴収地の所在す

る都道府県に全額還付するのが還付税であり, 地方公共団体の財政能力に

応じて国税の一部を配付するのが配付税である｡ 還付税は, 政友会などが

主張していた地租の地方税化 (税源移譲) を実質的に実現したものであり,

配布税はまさに地方自治体間の財政調整を行うものであった｡ この制度が,

戦後の地方交付税の前身となるのである｡ これによって地方政府が国政委

任事務の増大に耐えられるようにしようとしたのである｡

また, 義務教育の補助についても制度発展が続いた｡ 1932年には, 市

町村間の財政力格差を調整するため, 市町村立尋常小学校費臨時国庫補助

法が制定されている｡ さらに地方分与税制度と同じ1940年には義務教育

の補助も恒久的制度となった｡ 義務教育費国庫負担法が制定され, 教員の

身分は, 府県の職員となり, その給与は府県が支弁し, その２分の１は国

庫が負担するという制度である｡ これもまた戦後へと続くものとなった｡

政党の凋落と軍部の台頭のなかでの路線の対立

満州事変, 満州国の創設などで欧米列強との対立が深まり, 日中戦争か

ら太平洋戦争へと戦争が全面化していった｡ 地方自治論や中央地方関係論
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では, この時期を単なる中央集権化の進んだ時代, 政党の凋落, 軍部や新

官僚の影響力増大の時代と捉えがちであるが, 実はこの時代においても,

天川モデルで言う融合・分離戦略のどちらの戦略が取られるかが重要なア

ジェンダの一つとなっていた｡

戦時体制が強化されていくにつれて, 市町村の国政事務が増大して, 行

財政的な基盤の充実が課題となってきたことは既に述べた｡ 地方自治体に

事務を担わせるという融合的な体制を支えることが必要となってきたので

あり, 国庫補助金や財政調整制度がそのための手段であった｡ 内務省はこ

のようなかたちで内務省－府県体制を守ろうとした｡

この時, これに対して対抗的な戦略が各所から出てきた｡ 府県において

は, 行政事務の増大・複雑化に対応して, 行政機構の分化が見られてきた｡

府県の行政機構では, 例えば経済部関係では, 農林関係と商工水産関係と

の２つに分かれていたものが, 耕地, 林業, 蚕糸, 畜産, 産業組合, 経済

更生などの各課が独立してきた｡

他方では, 農林省は1932年から農山漁村経済更生運動に着手し, 産業

組合に期待をする｡ これより前から存在していた農会 (1907年より帝国

農会) もまた農林省系の団体であった｡ このような団体が町村内に創設さ

れていき, 専門分化の方向で, すなわち分離的な戦略で内務省－府県体制

を脅かすようになった (斎藤, 2012年)｡ これらは各官庁が出先機関を設

立して事務を行わせるというものではないものの, 他ならぬ市町村内で官

庁と独自の団体とが結びつくという意味で, 内務省－府県体制に風穴を空

けるものと, 内務省には警戒されたのである｡

内務官僚である市来鐵郎は, 当時の 『自治研究』 誌でこれらの動きに対

して, ｢地方行政に於ける総合化の動向｣ という論文を執筆している｡ 異

なる目的をもった団体機関の間の横の連絡関係が, 府県, 郡, 町村のそれ

ぞれにおいて構築されなければならない, 各種の団体機関が緊密な連携を
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保ち, 町村役場を中心として住民の物心両面にわたる生活の向上を究極目

的としなければならないという議論を展開している (市来, 1937年)｡

地方出先機関の新設拡大

さらには同時期に, 特別地方官庁, すなわち官庁の地方出先機関を新設

拡大の動きが出てきていた｡ 内務大臣－府県体制は, 府県および知事を介

することによって地域の行政を行っていこうとするものであるが, 各省が

独自の特別地方行政官庁でもって地方行政を行おうとする動きである｡

前述した, 大蔵省の出先機関である税務管理局は1902年に税務監督局

と名前を変えていたが, この機関には所掌事務を拡張させる正のフィード

バックが働き始めた｡ すなわち, 1922年の国有財産法施行により国有財

産行政を担当するようになり, 1932年には税務署の建物中に大蔵省預金

部の地方支部である預金部支部の出張所が設置され, 市町村に対する資金

の貸付を担当した｡

1940年には, 会社経理統制令が制定され, 大蔵大臣が会社の利益配当,

積立金, 役職員の給与についての許認可の権限を有することになり, この

事務の執行機関として税務監督局の中に会社経理部が設置された｡ さらに

は翌41年に, 税務署は維持したままで税務監督局を廃止し, 大蔵省の総

合出先機関として財務局が設置された｡

いわば, 大蔵行政においては, 内務省－府県－市町村に対抗すべく, 大

蔵省－税務監督局 (財務局)－税務署の体制が構築されていったのである｡

しかも, 税務から財務への事務拡大も進んでいた｡

他にも, 1920年には鉄道省が鉄道院から昇格すると同時に, 全国に６

つの鉄道管理局が鉄道局と改名された｡ 鉄道省が, 1938年の陸上交通事

業調整法, 40年の陸運統制令により陸運全般にわたる統制を強化すると,

鉄道局は, 39年に管内の地方鉄軌道, 自動車の免許および認可, 運賃お
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よび料金に関する陸運監督行政全般を所管する地方官署 (出先機関) となっ

ている｡

このような地方出先機関の重要性の拡大は内務省にとっては脅威であり,

井出成三は1942年の 『自治研究』 において ｢特別地方行政官庁の拡充傾

向に就て｣ という論文を執筆し, 地方行政の総合性の観点から, 各種行政

が分離して遂行されることの危険性を強調している (井出, 1942年)｡

戦時の集権化：中央政府レベル

さらには中央政府レベルでの集権化が進行した｡ これは中央地方関係と

いうよりは, 中央政府の中での中央統制, すなわち内閣や総理大臣の権限

を強化するものである｡ 特に重要なものが企画院である｡ 1935年に内閣

総理大臣直属の国策調査機関である内閣調査局が設立され, 37年には内

閣資源局と統合され, 企画院となった｡

また, 既存の各省庁を再編する動きもあり, 1943年には商工省の大半

と企画院とを統合して軍需省が設置され, 逓信省と鉄道省を統合して設置

された運輸通信省には, 内務省から港湾建設部門が, 商工省からは倉庫関

係部門が, 文部省から中央気象台が分離統合された｡

天川がいうように, ｢全体として, 軍が中心に進める行政機構の改革は,

従来の内務省－府県を中核とした地方行政制度を内閣－道州制を中核とし,

より強力な指導力を発揮できる地方行政制度への転換を志向していたので

ある｡｣ (天川, 1994年, 137ページ)

内務省自体も, 1938年に外局の社会局が厚生省となった結果, 内務省

の内政上の相対的地位が低下していた｡ そして府県に代わって, より広域

である行政区画の道州モデルが提示されたのであった｡
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戦時の集権化：中央地方関係

同時に, 中央地方関係でも, 自由度を制限する集権化も行われた｡ 1943

年には, 府県制, 市政, 町村制の改正があった｡ 市町村長の選任は市町村

会の選んだ候補者の中から内務大臣や知事が選任することとなった｡ 大正

デモクラシーによる分権化によって市会が市長を選べるようになっていた

のだが, また元のさやに戻った格好である｡ そして市町村に対する事務委

任を法律勅令に限らず命令によっても行うことができるとした｡ 市町村会

の職務権限も縮小され, 議決事項はそれまでの概括例示主義から府県と同

じく制限列挙主義に変った｡

同年には東京都制も実現した｡ 東京市は他の五大市 (大阪・京都・神戸・

名古屋・横浜) とともに自治権拡大のために, 府県から離脱する特別市運

動を行っていた｡ しかしながらこれは, 内務大臣－府県体制に大きな打撃

を与える制度改革でもあり, 内務省としても認められないものであった｡

逆に, 1943年には, 東京市, 東京府がともに廃され, 東京都が置かれる

ことになった｡ 長である東京都長官はもちろん官選であり, 東京市長がこ

れをもって歴史から消えた｡

総合行政維持へ

他方では, 集権とともに, 融合路線を内務省としては堅持すべく, 努力

をしていた｡ 1940年に既存の市町村の財政調整を行うことによって, 町

村の下支えを行う諸施策がとられたことを既に述べた｡ 内務省は, 市町村

や府県が総合行政の主体となることでこれに対抗しようとしていたのであ

る｡ すでに述べたように, 『自治研究』 誌上での内務官僚による諸論説が

その証左である｡

さらに1943年には市町村長は域内の各種団体に対する指示権が認めら

れたほか, 町内会・部落会を法制化し, これらの団体に対しても一部の事
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務を補助させることができるとした｡ 前述した農会や産業組合に対して,

市町村が総合行政の主体として調整を行い, 内務大臣－知事－市町村長－

町内会長という系列を強化して, 地方政府が国策を実施していけるように

する動きであった｡ 天川の言葉で言えば, ｢行政機能の増大とともに中央

省庁の地方出先機関や産業・職能団体に＜分離＞して地方行政が進められ

る傾向が増えたのに対し, 地方行政は専ら地方自治組織に＜融合＞させよ

うとする動きであったとみることができる｣ (天川, 1984年, 208ページ)｡

さらに, 各省庁が特別地方行政官庁を設置する動きに対しては, 1943

年にはその特別地方行政官庁と府県との間の連絡を図る目的として, 地方

行政協議会が設けられた｡ これについては, ｢従来の府県本位の地方行政

という大枠を維持しつつ他省庁の出先機関との間に連絡調整をはかろうと

する試み｣ (天川, 1984年, 209ページ), ｢府県の設置を前提しつつ既設

の他の行政庁との連絡強化しようとするもの｣ (天川, 1984年, 210ペー

ジ) であったと天川は位置づけている｡

45年６月には地方行政協議会を改組し, 軍管区と地方行政区画とを一

致させるために地方総監府が８府 (北海・東北・関東信越・東海北陸・近

畿・中国・四国・九州) 設置され, 地方総監に大きな権限が与えられた｡

もっともこの地方総監府が機能するには至らず, ８月６日には広島に原爆

が投下され, 内務官僚であった大塚惟精中国地方総監が被爆死した｡ 大塚

は45年４月, 広島県知事と兼任の中国地方行政協議会会長に任命された

後, ６月に中国地方総監となっていた｡

これらは内務省管轄下のものであり, 協議会所在地 (札幌, 仙台, 東京,

名古屋, 大阪, 広島, 高松, 福岡) の府県知事や都長官をそれぞれの協議

会会長, および地方総監としていた｡ この区割は戦後におけるいわゆる道

州制議論の時に参照されることになる｡ しかし, 内閣－道州制が, 内務省－

府県体制にとってかわることはなかったのである｡
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終 わ り に

本稿は, 明治の市制町村制, 府県制の成立時の, 中央と地方の遮断を特

徴とする体制が, 経済社会の変化の中で, 変化してきたことを述べた｡ 政

治化, 事務の増大が一方では進行し, 他方では, 内務省－府県体制を維持

するために, 町村に対して補助金による支援を行い始めた｡ その背後には,

政治化を背景とした, 町村会に代表される地方からの政治的圧力もあった｡

さらに戦時下においては, 都市化・工業化による社会経済的変化による

のみならず, 総力戦の遂行のためにさらに事務は増大した｡ そこで徐々に

政党の役割は低下し, 軍部の影響が増大していった｡ 集権化が行われたが,

市町村が固有事務, 委任事務を実施するための財政力を確保する策が導入

され, 財政調整制度として制度化された｡

さらに中央政府内での集権化の動きもあったが, 府県は基本的には生き

残った｡ 内務官僚の努力もあり, 道州制を実施するようなかたちで集権化

することは実現しなかったのである｡ 大蔵省を筆頭に出先機関を整備して

いく方法や, 市町村内の団体と直接に結びつこうとする動きはあったが,

この分離戦略は基本的に融合戦略 (地方が国の事務を実施する) を凌駕す

るには至らなかった｡ 領域内の各種団体に対する市町村長の権限も増やさ

れた｡ 内務省－府県体制は適応して生き延びたのである｡

府県と市町村とは, 政府の政策実施の体系にしっかりと位置づけられ,

定着した｡ 府県よりも広域の単位を作る動きは失敗し, 大蔵省の税務署と

いう顕著な例を除くと, 地方出先機関によって, 市町村等から権限を奪い

取ることはそれほど成功しなかったのである｡ このようにして府県, 市町

村が総合行政をおこなう, そして所掌事務が拡大する中央地方関係が確立

していった｡

しかし, 日本は総力戦を経験したにとどまらず, 敗戦によって占領改革
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を受け入れたという経験をもつ｡ この時の超法規的な権力による変化が次

に分析されなければならない｡ この中で, 他ならぬ内務省が解体された｡

しかし, 内務省が死しても府県―市町村は残ったのである｡ 紙幅も限られ

ているので戦後における変化については, 別稿に譲りたい｡
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The Origin of Local Governments

with Capacity for Comprehensive Administration

Toshiya KITAYAMA

In the last article of mine, I argued that the postwar Japanese local govern-

ments could be best characterized as the one with capacity for comprehen-

sive administration. Here I attempt to analyze the origins of it by tracing the

historical development of central-local relations.

Influenced by the Prussian central-local relations, Meiji Oligarchs institu-

tionalized its own intergovernmental system in 1880s. The center of the sys-

tem is the Home Ministry and the centrally appointed Prefects in the

prefectures. With the impact of socio-economic changes, the system went

under stress and responded so that the more governmental functions could

be carried out by the municipalities. Subsidies and fiscal equalization fol-

lowed along with the demand from towns and villages. Throughout the proc-

ess, the importance of the municipalities in the implementation of the overall

public policies increased.

The system was challenged by other ministries and cabinet. The former

wanted to establish its own field agencies in order to avoid the Home

Ministries and Prefects. The latter attempted to create regional government

institution thereby abolishing the prefectures. Both of these attempts failed

and prefectures and municipalities was firmly established.

I argue that this period was a critical conjuncture, which affected the post-

war development of the governmental system, in which municipalities and

prefectures have been very instrumental in carrying out the important poli-

cies. They came to possess the capacity for comprehensive administration.

In order to fully understand the development, however, the postwar reforms

need to be examined. This is to be done so in the next article.
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